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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 92,438 87,801 

経常利益 (百万円) 14 259 

当期純利益 (百万円) 371 317 

純資産額 (百万円) 10,815 10,768 

総資産額 (百万円) 65,219 54,877 

１株当たり純資産額 (円) 988.83 971.70 

１株当たり当期純利益 (円) 32.45 27.65 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 21.96 

自己資本比率 (％) 16.6 19.6 

自己資本利益率 (％) 3.4 3.0 

株価収益率 (倍) 22.50 29.11 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,913 △763 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △503 9,339 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △6,218 △9,197 

現金および現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 1,887 733 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(名) 

2,708 

[360] 

2,170 

［436］



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

    ２．第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 

営業収益 (百万円) 746 249 

経常利益 (百万円) 20 37 

当期純利益 (百万円) 7 23 

資本金 (百万円) 4,000 4,000 

発行済株式総数 (株) 11,528,043 11,528,043 

純資産額 (百万円) 11,347 11,369 

総資産額 (百万円) 16,674 16,782 

１株当たり純資産額 (円) 1,043.88 1,046.85 

１株当たり配当額 

(内１株当たり 

中間配当額) 

(円) 

(円) 

－ 

(－) 

－ 

（－）

１株当たり当期純利益 (円) 0.66 2.04 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 1.62 

自己資本比率 (％) 68.1 67.7 

自己資本利益率 (％) 0.1 0.2 

株価収益率 (倍) 1,089.6 394.61 

配当性向 (％) － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(名) 

50 

[3] 

12 

［0］



２【沿革】 

年 月 事 項 

平成15年９月 ㈱アルティアと橋本フォーミング工業㈱(以下統合２社)は、法令に定める関係官庁および株主総

会の承認を前提として、株式移転の方法により共同持株会社を設立し、その完全子会社となるこ

とについて合意し、「経営統合に関する基本合意書」を締結いたしました。 

平成16年１月 統合２社は、上記「経営統合に関する基本合意書」に基づき、共同持株会社設立に関する主要事

項について合意し、「共同株式移転契約書」を締結いたしました。 

平成16年２月 統合２社の臨時株主総会において、統合２社が株式移転の方法により当社を設立し、統合２社が

その完全子会社となることについて承認、決議いたしました。 

平成16年４月 統合２社が株式移転により当社を設立いたしました。 

当社の普通株式を株式会社東京証券取引所に上場いたしました。 

平成17年２月 ㈱アルティアと橋本フォーミング工業㈱が合併し、㈱アルティア橋本となりました。 

平成17年８月 本社所在地を神奈川県川崎市へ移転いたしました。 



３【事業の内容】 

当社は、平成16年４月１日、商法に定める株式移転により、橋本フォーミング工業㈱および㈱アルティアを完全子会

社とする持株会社として設立されました。当社グループは、㈱ファルテック（当社）および子会社11社で構成され、

自動車部品・用品および関連機器の事業を行っております。事業の系統図は以下のとおりであります。 

（注）１．ニッソーサービス(株)については、これまで連結財務諸表への影響が僅少のため連結の範囲から外しており

ましたが、通期では連結の範囲に含めております。 

２．H.A．PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANYは、平成17年12月に解散し、現在清算手続き中です。 



４【関係会社の状況】 

（注）１．上記子会社のうち※を付した３社は、特定子会社であります。 

２．議決権の所有割合の（ ）は間接所有割合で内数であります。 

３．H.A．PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANYは、平成17年12月に解散し、現在清算手続き中です。 

４．ニッソーサービス(株)については、これまで連結財務諸表への影響が僅少のため連結の範囲から外しておりま

したが、通期では連結の範囲に含めております。 

５．㈱アルティア橋本は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社) 

㈱アルティア橋本 

(注１、５)※ 

神奈川県川崎市

幸区 
1,500百万円 

自動車用品・関

連機器の販売お

よび自動車部品

の製造販売 

100.0 
・当社の事業会社 

・役員の兼任５名 

㈱テクノサッシュ 
神奈川県横浜市

戸塚区 
90百万円 

自動車部品の製

造・販売 

100.0 

(100.0) 

・㈱アルティア橋本向けの自

動車部品を製造している。

㈱テクノモール 
神奈川県横浜市

泉区 
60百万円 

自動車部品の製

造・販売 

100.0 

(100.0) 

・㈱アルティア橋本向けの自

動車部品を製造している。

ニッソーサービス㈱  

(注４) 

神奈川県川崎市

川崎区 
47百万円 

サービス業務

（倉庫荷役・ビ

ル管理・人材派

遣等） 

100.0 

(100.0) 

・㈱アルティア橋本の物流・

商品化をサポートしてい

る。 

・役員の兼任１名 

オリオンテクノ㈱ 
福島県いわき市

好間工業団地 
40百万円 

自動車整備用機

械・自動車生産

用機器の製造 

100.0 

(100.0) 

・自動車検査・整備機器およ

び自動車製造用設備・機器

を製造している。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

HASHIMOTO 

LIMITED 

(注１)※ 

英国タインアン

ドウェア州 

９百万英 

ポンド 

自動車部品の製

造・販売 

100.0 

(100.0) 

・ヨーロッパ地域において、

自動車部品の製造、販売を

行っている。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

ALTIA AUTOMOTIVE 

PRODUCTS,INC. 

米国カリフォル

ニア州 

１百万米 

 ドル 

自動車用品の開

発・販売 

100.0 

(100.0) 

・米国地域において、自動車

用品の開発・販売を行って

いる。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

・役員の兼任１名 

(非連結子会社) 

H.A．PARTS 

PRODUCTS OF INDIAN

A COMPANY 

(注１、３)※ 

米国インディア

ナ州 

18百万米 

ドル 

自動車部品の製

造・販売 

100.0 

(100.0) 

・北米地域において、自動車

部品の製造、販売を行って

いる。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

(1) 売上高 77,771 百万円 

(2) 経常利益 1,930 百万円 

(3) 当期純利益 84 百万円 

(4) 純資産額 11,684 百万円 

(5) 総資産額 49,826 百万円 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む従業員であります。 

２．従業員数欄の[外数]は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

３．臨時従業員には、季節工、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

４．その他（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等の従業員であります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注) １．従業員数は、当社から連結対象子会社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員でありま

す。 

２．従業員数欄の[外数]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３．臨時従業員には、季節工、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(3) 労働組合の状況 

 ファルテックグループの従業員は、部品関連労働組合橋本フォーミング工業労働組合（組合員数765人）、全日

産販売労働組合アルティア労組（組合員数283人）、全日産販売労働組合オリオンテクノ労組（組合員数73人）に

加入しております。 

 なお、各社の労使関係については安定しており、特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

自動車部品事業 
1,483 

   [369] 

自動車用品事業 
182 

 [3] 

自動車関連機器事業 
380 

 [39] 

 その他（共通） 
125 

[25] 

合計 
2,170 

 [436] 

  平成18年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

12 

[0] 
51.8 15.3 9,456 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）全体の概況 

① 概況 

 当連結会計年度のわが国経済は、原油価格の高騰等の懸念材料もありましたが、企業収益の回復を背景に設備投

資の増勢が続き、個人消費も堅調に推移するなど穏やかな回復が進みました。一方、当社グループの業績に影響を

与える自動車需要は、国内登録車総合計の新車販売台数が前年同期比99.3％の3,913千台と減少傾向となりまし

た。 

 このような環境のもと当社グループの第２期となった当連結会計年度の売上高は87,801百万円(前年同期比5.0％

減)、営業利益は152百万円(前年同期比55.5％減)、経常利益は259百万円(前年同期比改善幅245百万円)、当期純利

益317百万円(前年同期比14.4％減)となりました。 

 当社グループは平成16年４月１日の経営統合以来、経営課題であったコスト競争力向上のための諸施策を実施す

ると共に、不採算の北米子会社撤退による収益体質の改善、資産売却等による有利子負債の削減を図り、当社成長

路線への基盤整備に取組んでおります。 

② 売上高 

 当期の連結売上高は87,801百万円(前年同期比5.0％減)となりました。自動車部品セグメントは、特に上半期に

おいて主要取引先の自動車メーカーでニューモデルの市場投入が続いたため前年および当初の計画を上回る売上を

達成しましたが、下半期において北米不採算事業撤退の影響や主要取引先の国内登録車新車販売台数の急激な落ち

込みにより、通期において前年同期比0.5％減となりました。自動車用品および自動車関連機器のセグメントは競

争入札化拡大や主要取引先の設備投資減少により計画を達成することはできませんでした。 

 なお、事業セグメント別の売上構成は自動車部品51.8％(前年同期比2.4％増)、自動車用品23.4％(前年同期比

3.7％減)、自動車関連機器24.5％(前年同期比1.2％増)、その他事業0.3％(前年同期比0.1％増)、所在地別セグメ

ントでは、国内が88.5％(前年同期比0.7%増)、北米5.6％(前年同期比1.3％減)、欧州5.9％(前年同期比0.6％増)と

なっています。 

③ 利益 

  当期の連結利益は営業利益152百万円(前年同期比55.5％減)、経常利益259百万円(前年同期比改善幅245百万

円)、当期純利益317百万円(前年同期比14.4％減)となりました。 

  営業損益は自動車用品セグメントが817百万円の利益を計上しましたが、自動車部品は主に北米子会社

H.A. PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY（以下略称ハピコ）における事業清算および欧州での不振が原因で607

百万円の損失、自動車関連機器は主要顧客であるカーディーラーの需要減少により104百万円の損失となりまし

た。営業外損益では主な営業外費用として支払利息442百万円を計上しましたが、借入の返済を主因に計上額は前

年同期比358百万円減となりました。また、特別損益では、特別利益として主にアルティア橋本の大崎事業所売却

に伴う固定資産売却益6,187百万円を含む6,448百万円を、特別損失としては、主に北米子会社ハピコ整理損3,623

百万円、退職給付制度移行損失1,147百万円および減損損失1,515百万円を含む7,570百万円をそれぞれ計上しまし

た。 

（２）セグメント別の概況 

①事業の種類別セグメント 

（自動車部品） 

 自動車部品セグメントは、懸案であった北米事業の撤退も予定どおり順調に進展し、売上高45,447百万円（前

年同期比0.5％減）、営業損益607百万円の損失（前年同期比改善幅528百万円）となりました。 販売状況は、主

力製品であるラジエーターグリル、ドアサッシュが好調であり、その他製品の販売落込みをカバーしておりま

す。 

 主な、設備投資としては、メッキラインの新設に約10億円の投資を実施いたしました。 

（自動車用品） 

 自動車用品セグメントは、売上高20,510百万円（前年同期比18.1％減）、営業利益817百万円（前年同期比

52.5％減）となりました。主力商品であるカーペットマットをはじめとする自動車メーカー純正用品の売上が、

新車販売会社の販売台数の減少や、軽自動車等の低価格車種への販売シフトにより低下したことや、新車台当り

販売単価の下落により、結果として売上高・営業利益ともに前年同期比を下回りました。 

 一方、純正以外のカスタマイズ商品等は、販売も好調で売上高前年同期比約20％増の実績になっております。

また、今まで取引のなかった国内自動車メーカー各社の用品を受注し、顧客拡大に努力しております。 



（自動車関連機器事業） 

 自動車関連機器セグメントは、売上高21,540百万円（前年同期比0.2％増）、営業損益は104百万円の損失とな

りましたが前年同期比改善幅163百万円と回復基調になっております。 

 売上高につきましては、新たに石油関連会社、整備専門学校等への積極的な営業活動を実施したことや、原動

機であるエンジンの拡販、自動車メーカー各社の生産ラインでの検査用機器の拡販努力により増加させることが

できました。また、営業利益では、原低活動等での粗利率の改善や、営業活動の効率化により、大幅な改善を果

たしました。 

 新商品につきましても、昨年６月に開催されました「オートサービスショー」に照準を合わせ、車検整備ＩＴ

化機器の充実や、環境対応型機器の市場への投入を行いました。また、売れ筋商品としては、主力商品の「メガ

パワーリフト」、車検計測機器「スーパーコンビテスター」「ヘッドライトテスター」、自動車故障診断スキャ

ンツールなどが注目されております。 

（その他事業） 

 その他の事業は、売上高302百万円（前年同期比36.7%増）、営業利益は80百万円（前年同期比900%増）となり

ました。 

 これまで、連結財務諸表への影響が僅少のため連結の範囲から除外していたサービス事業（倉庫荷役、ビル管

理等）のニッソーサービス(株)は、（株）アルティア橋本の物流、商品化をサポートし、事業領域は人材派遣

業、損害保険代理店業務、オフィス管理業務およびグループ外の業務まで広がっております。当連結会計年度よ

り、重要性が増したことにより、通期では連結の範囲に含めております。 

②所在地別セグメントの概況 

（国内） 

 国内セグメントは「自動車部品」、「自動車用品」、「自動車関連機器」および主にサービス事業等を行う

「その他」の４事業で構成されています。売上は77,719百万円（前年同期比4.2％減）、営業損益は、自動車関連

機器事業が104百万円（前年同期比改善幅163百万円）の損失となりましたが、それ以外の事業は全て利益を計上

しており、国内セグメント全体の営業利益は1,555百万円（前年同期比14.6％減）となっています。 

（北米） 

 当期、北米セグメントはハピコが行う自動車部品事業およびALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC. が行う自動車用

品事業で構成されており、売上高は4,875百万円（前年同期比23.7％減）、営業損益は1,068百万円の損失となり

ました。自動車部品事業の売上高は4,808百万円(前年同期比24.1%減)、営業損益は、892百万円の損失となりまし

た。 なお、ハピコについては、平成17年12月に解散決議し、現在清算手続き中です。 

（欧州） 

 欧州セグメントは英国子会社のHASHIMOTO LIMITEDが行う自動車部品事業のみで構成されています。売上高は主

要得意先の英国日産自動車製造の減産影響により減少したものの、ホンダ・オブ・ザ・ＵＫ・マニファクチャリ

ング向けが拡大し5,206百万円（前年同期比5.7％増）となりました。営業損益については、ニューモデル部品製

造でロスが発生したことに加え、物流費の増大や主原料の価格高騰の影響もあり447百万円の損失となりました。

(３) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物(以下「資金」という)は875百万円減少しました。

投資活動において9,339百万円の資金を獲得しましたが、営業活動において763百万円、財務活動において9,197百

万円使用したことによるものです。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー) 

 税金等調整前当期純損失は861百万円でしたが、減価償却費3,163百万円、減損損失3,285百万円、有形・無形固

定資産売却益6,183百万円、退職給付引当金の増加額1,515百万円、仕入債務の減少額2,131百万円等があり,営業

活動によるキャッシュフローは763百万円の使用となりました。 

(投資活動におけるキャッシュ・フロー) 

 有形・無形固定資産の売却による収入14,097百万円、投資有価証券の売却による収入239百万円、貸付金の回収

による収入337百万円等がありましたが、有形・無形固定資産取得による支出5,122百万円、差入保証金にかかる

支出207百万円等があり、結果として投資活動におけるキャッシュフローは9,339百万円の獲得となりました。 

(財務活動におけるキャッシュ・フロー) 

 長期借入による収入で1,220百万円の資金を獲得しましたが、短期借入金の純減少額3,145百万円、長期借入金

の返済よる支出7,344百万円等があり、財務活動におけるキャッシュフローは9,197百万円の使用となりました。 



２【生産、受注および販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消失しております。 

２．金額は、販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消失しております。 

２．金額は、仕入価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

確定受注は主に納期直前であり、販売実績と重要な相違は無いため記載は省略しております。 

(4）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消失しております。 

２．主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 45,409 △0.8 

自動車関連機器事業 1,996 △1.6 

合計 47,405 △0.8 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車用品事業 17,328 △9.8 

自動車関連機器事業 17,093 △7.4 

合計 34,421 △8.6 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 45,447 △0.5 

自動車用品事業 20,510 △18.1 

自動車関連機器事業 21,540 0.2 

その他 302 36.7 

合計 87,801 △5.0 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 39,717 43.0 35,317 40.2 



３【対処すべき課題】 

 当期（平成18年３月期）は、不採算の北米子会社撤退による収益体質の改善、資産売却等による有利子負債の削減

等を図り、当社成長路線への基盤整備に取組む一方、当期下期以降の乗用車国内販売低迷等の外部環境変化をも踏ま

え、今後の継続的成長を実現すべく、以下の課題に取組んでおります。 

（１）部品事業の持続的な収益向上 

（２）用品事業の抜本的立直し 

（３）子会社の体質改善 

（４）海外への事業展開 

 また、平成21年３月期中に東証一部上場を目標としております。そのためには、継続的な収益力向上と財務体質強

化が必須であり、合併のシナジーを一層促進させ、開発から生産までの一貫体制を強化しつつ、コスト競争力に優れ

た効率的な生産体制を構築することで、平成18年度以降の経営基盤の更なる強化を図っています。 

（１）部品事業の持続的な収益力向上 

 部品事業の収益力が持続的に向上しており、同期生産（※）活動を継続的に実施するとともに、メッキ設備の本

格稼動による内製利益向上により、収益力向上を更に加速していきます。特に主力工場である館林工場では、同期

生産活動が定着し、第２期の活動（間接業務の効率化）に進んでおります。 

（２）用品事業の抜本的立直し 

 用品事業については、入札に伴いコスト競争が激化しており、これまでの商社機能主体の事業構造を製造機能を

も備えた事業構造に再構築中です。特に自動車外装等の樹脂製商品については、部品事業の製造ラインを共有化

し、コスト競争力ある製品を顧客に訴求しつつ、販路拡大する予定です。平成18年度のキーワードは「商社からメ

ーカーへの転換」です。 

（３）子会社の体質改善 

 海外子会社の収益改善および、国内子会社の組織体制強化を図っております。 

海外子会社については、本社からの販売や合理化支援を強化し収益性の大幅改善を見込んでおります。また、国内

子会社については、５月の会社法施行により機関設計を見直し、意思決定の迅速化を図ります。 

（４）海外への事業展開 

 当期（平成18年３月期）はタイに駐在員事務所を開設し、アセアン市場における自動車関連機器事業の市場調査

を開始しました。また、中国への部品事業展開を計画しており、中国企業との合弁事業を立上げる予定でありま

す。 

※1）同期生産 

同期生産とは、受注から納品までの活動において、物・情報・人の停滞・ロスを削減し、お客様の要望にタイムリーに応えることを

可能とする生産方式です。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。 

（１）特定取引先への依存に伴うリスク 

 当社グループの売上げの約３分の２は、日産自動車㈱および同社関連会社となっています。従って、同社

の生産・販売台数の増減および販売会社等に対する新たな方針や方針変更は、当社グループの業績および財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（２）得意先である自動車会社の海外進出や海外調達に伴うリスク 

 自動車会社各社の海外進出や海外からの調達の活発化は、国内自動車会社への売上げが中心となっている

当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）競争の激化や価格の変動に伴うリスク 

 当社グループは、自動車会社および自動車関連会社を得意先としていますが、入札が増加し、競争が激化

しています。また、得意先からの原価低減要請も強まっており、当社グループとしても合理化・効率化に全

力を挙げて取組んで参りますが、今後、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（４）原油価格高騰による原材料価格変動に伴うリスク 

 原油価格高騰に伴い、当社グループ製品の原材料の多くを占めるプラスチックの仕入れ価格が変動してお

り、今後、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（５）当社グループの海外進出に伴うリスク 

 当社グループでは、既にアメリカ・インドネシア・フィリピン・イギリス他に海外進出していますが、今

後の需要が増大する中国に製造・販売を行なう合弁会社の設立について基本合意をしています。アメリカで

の事業撤退を教訓として、当社グループとしても全社を挙げて取組んで参りますが、国内と同様、競争が激

しく厳しい環境となっていますので、今後、受注の変動や環境の変化、進出国の会計制度の変更が発生する

と、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（６）借入金の金利変動に伴うリスク 

 当社グループは、当連結会計年度においては、資産の有効活用を図り借入金の大幅返済を実現し、当連結

会計年度末の借入残高は136億円と、前連結会計年度末の238億円に比べ大幅に削減いたしました。しかしな

がら、削減したとはいえ、借入残高は136億円となっておりますので、今後、金利変動によっては、当社グル

ープの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（７）退職給付費用の前提条件変更に伴うリスク 

 当社グループは、従業員の退職給付費用および退職給付債務に付き、数理計算に使用される一定の前提条

件に基づき計算を行なっております。これらの前提条件には割引率・死亡率等重要な見積もりが含まれてお

り、実際の結果が、前提条件と異なるあるいは前提条件に変更がなされた場合、当社グループの業績および

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（８）重要な訴訟に伴うリスク 

 当社グループでは、現在、当社グループを対象とした訴訟は発生しておりませんが、今後発生した場合、

当社グループの主張・予測と異なる結果となる可能性は皆無ではなく、その場合には、当社グループの業績

および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（９）その他の重要なリスク 

 その他、当社グループに重大な影響を及ぼすリスクとしては、火災・事故に伴うリスク、地震等の自然災

害に伴うリスク、新車立ち上げ時等のオペレーショナルリスク、コンピュータシステムの不具合に伴うリス

ク、為替変動に伴うリスク、製造物責任に伴うリスク、排出ガス・燃料消費・騒音・安全等の自動車に対す

る公的規制の強化に伴うリスクが想定されます。 



５【経営上の重要な契約等】 

当該事項はありません。 

６【研究開発活動】 

   当社グループの研究開発活動は、「時代をリードする価値ある商品・サービスを提供し、美しく豊かなクルマ社会

の実現に貢献する」ために、自動車部品および自動車用品・自動車関連機器の事業別に以下のとおり研究開発活動に

取り組んでおります。 

   自動車部品事業においては、「挑戦(Challenge)」と「創造(Creative)」を２つのキーワードとして、グローバル

化を目指すお客さまの要望に応えていくため、また地球環境保全を共に目指すため、下記開発に取り組んでおりま

す。 

  （１）グローバル開発への対応 

  （２）高付加表面処理技術の開発 

  （３）複合射出技術・可変技術・廉価技術の開発 

  （４）中少量生産対応 

  （５）地球環境保全に向けた技術開発 

   また、自動車用品・自動車関連機器事業においては、価格競争力と付加価値により商品の魅力を高め、お客さまニ

ーズを捉えた商品、車両の新機能に対応する商品、ならびに環境に優しい商品を中心とし、開発期間の短縮や海外拠

点の支援に取り組んでおります。 

  （１）カーメーカーモデルチェンジに対応した純正用品の開発 

  （２）市場トレンドを捕らえた新規商品の開発 

  （３）販売拡大を目指したオリジナル商品の開発 

  （４）環境対応商品の開発 

  （５）調達先の多様化による商品競争力の向上 

  （６）光輝ルーフレール等の付加価値商品の開発 

  なお、当連結会計年度での当社グループの研究開発費は、22億１千１百万円であります。 



７【財政状態および経営成績の分析】 

（1）経営成績 

 （株）ファルテックおよびファルテックグループは、平成16年４月１日、自動車用品・自動車関連機器の販売会社

（株）アルティアと自動車外装部品メーカーの橋本フォーミング工業（株）の経営統合により誕生しました。その

後、（株）アルティアと橋本フォーミング工業（株）は経営統合の強化および経営の効率化を目的として平成17年２

月１日に合併し、（株）アルティア橋本になっております。 

  ファルテックグループは、自動車の開発・製造から販売、整備、廃棄に至るまでの「クルマの一生」を対象に、部

品・用品、機器などのハードから部品・用品のデザイン・開発やカーディーラーの店舗設計などのソフトまでを総合

的に供給する「自動車部品・用品、関連機器の総合プロバイダー」というユニークな事業構造を有しています。 

 （株）ファルテックおよびファルテックグループは、時代をリードする価値ある商品・サービスを提供し、美しく

豊かな車社会の実現に貢献することを経営の基本方針としております。 

  第２期となった当連結会計年度の業績は「業績等の概要」に記載のとおり、売上高は87,801百万円(前年同期比

5.0％減)、営業利益は152百万円(前年同期比55.5％減)、経常利益は259百万円(前年同期比改善幅245百万円)、当期

純利益317百万円(前年同期比14.4％減)となりました。 

 当社グループは平成16年４月１日の経営統合以来、経営課題であったコスト競争力向上のための諸施策を実施する

と共に、不採算の北米子会社撤退による収益体質の改善、資産売却等による有利子負債の削減を図り、当社成長路線

への基盤整備に取組んでおります。 

 当社グループは、営業利益率およびＲＯＥを経営上重要な指標と位置付けております。平成17年度～平成19年度中

期経営計画の中で、最終年の平成19年度目標として「連結営業利益率4.5％、連結ＲＯＥ12.0％以上」を掲げており

ますが、不採算の北米子会社の撤退による収益体質の改善、乗用車国内販売の低迷等内外の事業環境が変化している

ため、中期経営計画および目標値を見直す予定であります。 

 利益を伴った成長への課題 

・経営統合の推進 － 子会社（株）アルティア橋本の合併効果の早期実現 

（平成20年３月期決算を基準に東証１部上場を実現するための経営課題） 

経営課題 重点施策 

海外事業の強化 

・北米事業の拡大（自動車用品） 

・英国事業の拡大 

・中国、アセアン事業の拡大 

自動車用品事業の強化、拡大 ・カーペット、ケミカルの強化 

表面処理技術の育成、強化 ・光輝技術、外装技術の育成・強化 

Ｍ＆Ａ等も含めた新展開 ・水平、垂直統合の検討 

経営課題 重点施策 

経営体制のスリム化と意思決定のスピード

アップ 

・役員削減、意思決定プロセスの簡略化（平成17年２月実施済み） 

・ガバナンス体制の強化 

・コンプライアンス、ＣＳＲの強化 

シナジー効果の追求 ・開発技術、マーケティング機能の集中強化 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資は、子会社の㈱アルティア橋本において、モデルチェンジの

ための金型・治工具および生産体制の合理化、省力化を中心に実施し、投資総額は44億３千４百万円となりました。 

 また、当社グループは、事務所として使用しておりました設備を売却しております。 

売却した設備の概要は次のとおりです。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

該当事項はありません。 

(2）主要な国内子会社の状況 

 （注）従業員数欄の[外数]は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

（3）主要な在外子会社の状況 

 （注）従業員数欄の[外数]は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 

建物および構築物 
土地 

（面積㎡） 
合計 

 ㈱アルティア橋本 

 大崎本社 

 （東京都品川区） 

 事務所 1,027 
1,911 

(6,510) 
2,938 207 

 ㈱アルティア橋本 

 横浜事業所 

 （横浜市戸塚区） 

 事務所  2,027 
1,692 

(19,032) 
3,719 341 

会社名 
事業所
名 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

建物 
および構
築物 

機械装置 
および運
搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 
従業員数 
（名） 

㈱アルティア 

橋本 

本社、

他８支

店 

自動車用

品・関連

機器事業 

設計、研

究、その他

設備  

393 822 
926 

(8)
1,804 3,948 

793 

 [31]

㈱アルティア 

橋本 

藤沢工

場 

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
621 198 

1,195 

(11)
204 2,219 

58 

 [1]

㈱アルティア 

橋本 

九州工

場  

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
990 956 

1,205 

(91)
247 3,399 

141 

 [47]

㈱アルティア 

橋本 

館林工

場  

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
635 1,874 

3,324 

(101)
1,599 7,434 

233 

 [107]

㈱アルティア 

橋本 

福島工

場 

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
474 892 

106 

(71)
594 2,068 

216 

 [111]

会社名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

建物 
および構
築物 

機械装置 
および運
搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 
従業員数 
（名） 

HASHIMOTO  

LIMITED 

英国タ

インア

ンド 

ウエア

州 

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
1,203 854 

87 

(39)
7 2,152 

461 

[80]



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 （注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定額 
資産調達
方法 

着手年月 
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱アルティア 

橋本 
館林工場他 

 自動車 

部品事業 

新車金型およ

び機械装置 
5,000 ―  自己資金

 平成18年

４月 

平成19年 

３月  
―  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） Ａ種優先株式の内容については以下のとおりです。 

(1）優先配当金 

① 優先配当金 

 優先利益配当金の配当は行わない。 

② 参加条項 

 当会社は、普通株主または普通登録質権者に対して利益配当金を支払うときは、Ａ種優先株主またはＡ種

優先登録質権者に対して、普通株主または普通登録質権者に対して支払われる１株当り配当金と同額を支払

う。また、当会社は、普通株主または普通登録質権者に対して中間配当金を支払うときは、Ａ種優先株主ま

たはＡ種優先登録質権者に対して、普通株主または普通登録質権者に対して支払われる１株当り中間配当金

と同額を支払う。Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して他に支払われる配当金はない。 

(2）残余財産の分配 

① 当会社が残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して、Ａ種優先株式１

株につき850円を支払う。 

② Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては、このほか残余財産の分配を行わない。 

(3）議決権 

 Ａ種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(4）買受けまたは消却 

 当会社は、いつでもＡ種優先株式を買受け、利益により消却することができる。 

(5）普通株式への転換請求 

 Ａ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件によりＡ種優先株式の当

会社普通株式への転換を請求することができる。 

① 当初転換価額 

 当初転換価額は850円とする。 

② 転換価額の修正 

 転換価額は、Ａ種優先株式発行後毎日、次のいずれか低い方の価額に修正される。 

（ⅰ） その前日の転換価額 

（ⅱ） 転換日前45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎

日の終値（気配表示含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）（円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切り捨てる。）から150円を控除した価額。 

③ 転換請求期間 

平成16年４月１日から平成25年12月31日まで 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 42,000,000 

Ａ種優先株式 4,000,000 

計 46,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名また
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,998,643 7,998,643 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
― 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 非上場・非登録 （注） 

計 11,528,043 11,528,043 ― ― 



④ 転換価額の調整 

 転換価額は、Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、下記の算式（以下「転換価額調整

式」という。）により、調整される。調整後転換価額の計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第

１位を切り捨てる。 

 転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額と

する。 

 転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日（ただし、株式の分割を

行うための当会社の取締役会において株主割当日以外の日を株式分割の効力発生日と定めた場合は、その

日）、株主割当日がない場合は、調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通

株式数（当該新規発行分は含まれない。）とする。 

 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算

出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの価額を差し引いた額

を使用する。 

(a）調整前の転換価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

 転換価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降、こ

れを適用する。 

(b）株式分割により普通株式を発行する場合 

 調整後転換価額は、株式の分割のための株主割当日があるときはその株主割当日の翌日以降、当該株式

の分割のための株主割当日がないときは、当会社の取締役会において株式分割の効力発生日と定めた日の

翌日以降、これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてその部分

をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議をする場合において、当該配当可能利益

の資本組入れの決議をする株主総会の終結日以前の日を株式の分割のための株主割当日とするときは、調

整後転換価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適

用する。 

(c）調整前の転換価額を下回る価額をもって当会社の普通株式に転換することができる株式または権利行使

することができる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合 

 調整後転換価額は、その証券の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合はその日の終わり

に、発行される証券の全額が転換または全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日

以降、またはその割当日の翌日以降、これを適用する。 

(d）上記(a）から(c）各号に掲げる場合のほか、合併、資本減少または普通株式の併合等により転換価額の

調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する価額に変更される。 

⑤ 転換により発行される普通株式数 

 転換により発行すべき当会社の普通株式数は次のとおりとする。ただし、転換により発行すべき普通株式

の算出にあたって１株に満たない端数はこれを切り捨てる。 

(6）普通株式への一斉転換 

 転換請求期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式は、同期間の末日をもって、850円を同期間の末日におけ

る転換価額で除して得られる数の普通株式となる。上記の普通株式数の算出にあたって、１株に満たない端数が

生じたときは商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。 

(7）転換後最初の利益配当金等 

 Ａ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間配当金は、転換の請求が

４月１日から９月30日までになされた時は、４月１日に、10月１日から３月31日までになされた時は10月１日

に、それぞれ転換があったとみなしてこれを支払う。 

(8）新株引受権等 

 当会社は、Ａ種優先株主に新株の引受権ならびに新株予約権および新株予約権付社債の引受権を付与する。 

        
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数 × １株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
調整前の転換価額 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 

    優先株主が転換請求のために

提出した優先株式の総数 
×850円 

転換により発行すべき普通株式数 ＝ 

    転換価額 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成17年６月29日定時株主総会決議 

 （注） １．すべてのストックオプションが行使されたものと仮定。 

     ２．本新株予約権は、平成18年５月12日付けをもって全て消却しました。よって平成18年５月31日現在の

残高はありません。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 4,670 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類   当会社普通株式 ― 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 467,000 ― 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき913 ― 

新株予約権の行使期間 
自平成19年７月１日 

至平成24年６月30日 
― 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円） 

発行価格    913 

資本組入額   457 
― 

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部

行使はできないもの

とする。 

② 新株予約権の譲渡、

質入れその他一切の

処分は認めない。 

③ その他の条件は、株

主総会、報酬委員会

および取締役会の決

議に基づき、当社お

よび被割当者との間

で締結する「新株予

約権割当契約」に定

めるところによる。 

― 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承

認を要するものとするほ

か、当社と新株予約権者

との間で締結する契約に

おいて、新株予約権を譲

渡してはならないことと

定める。 

― 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(4）【所有者別状況】 

 ① 普通株式 

 （注) １ 自己株式3,576株は、「個人その他」に35単元、「単元未満株式の状況」に76株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

 ① Ａ種優先株式 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成17年４月１日 

 ～ 

平成18年３月31日 

― 11,528,043 ― 4,000 ― 7,342 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況
(株) 

政府および 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
 ― 11 17 109 7 3 2,997 3,144 ― 

所有株式数 

(単元) 
 ― 3,319 838 10,313 34,695 4 30,483 79,652 33,443 

所有株式数 

の割合(％) 
 ― 4.17 1.05 12.95 43.56 0.00 38.27 100.00 ― 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況
(株) 

政府および 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
 ―  ―  ―  ― 1  ―  ― 1 ― 

所有株式数 

(単元) 
 ―  ―  ―  ― 35,294  ―  ― 35,294  ― 

所有株式数 

の割合(％) 
 ―  ―  ―  ― 100.00  ―  ― 100.00 ― 



(5）【大株主の状況】 

②Ａ種優先株主 

 （注） 上記のＡ種優先株主は株主総会において議決権を有するものであります。 

   ①普通株主 平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エフビーエフ２０００， 

エル．ピー 

（常任代理人 みずほキャピタ

ルパートナーズ株式会社） 

C/O WALKERS SPV LIMITED 

P.O.Box 908GT, Walker House, 

Mary Street, George Town, 

Grand Cayman, Cayman Islands 

（東京都千代田区丸の内１丁目１-２） 

3,447,554 43.10 

エム・エイチ・インベストメン

ト株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目１-２ 722,900 9.04 

ファルテック従業員持株会 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地 536,475 6.71 

猪狩 政臣 茨城県笠間市 161,600 2.02 

橋本 洸一 神奈川県鎌倉市 130,951 1.64 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 120,000 1.50 

大木 清吾 神奈川県鎌倉市 109,821 1.37 

加藤 啓進 茨城県水戸市 64,800 0.81 

株式会社三井住友銀行  

 田園調布支店 
東京都大田区田園調布２丁目51-11  55,500 0.69 

富士重工業株式会社  東京都新宿区西新宿１丁目７-２ 51,909 0.65 

計 ― 5,401,510 67.53 

エム・エイチ・キャピタル・パ

ートナーズⅡ エル・ピー 

C/O WALKERS SPV LIMITED, WAKER  

HOUSE, MARY STREET.P.O.BOX 908  

GT,GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN  

ISLANDS BRITISH WEST INDIES 

3,529,400 100.0 

計 ― 3,529,400 100.0 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」普通株式の中には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式76株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

普 通 株 式  

  

3,500 
― ― 

完全議決権株式（その他） 
普 通 株 式  

Ａ種優先株式 

7,961,700 

3,529,400 

普 通 株 式  

Ａ種優先株式 

79,617 

35,294 
― 

単元未満株式 普 通 株 式  33,443 ― ― 

発行済株式総数 11,528,043 ― ― 

総株主の議決権 ― 
普 通 株 式  

Ａ種優先株式 

79,617 

35,294 
― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名また
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ファルテ

ック 

川崎市幸区堀川町580番地 3,500 ― 3,500 0.03 

計 ― 3,500 ― 3,500 0.03 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当会社は、ストックオプション制度を導入しております。当該制度は、会社法第236条、238条および239条の

規定に基づき新株予約権を発行ものであります。 

 当該制度の内容は以下のとおりであります。 

（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

 会社法第236条、238条および239条の規定に基づき、平成18年６月29日定時株主総会終結の時に在任する当社

および子会社の取締役、執行役および使用人に対し、新株予約権を付与することを、平成18年６月29日定時株主

総会において決議されたものであります。 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または併合を行う場合には、行使価額を以下に定める算式により調整し、調

整の結果生じる1円未満に端数はこれを切り捨てる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で普通株式を発行または自己処分するときは、次の算式より行使価額

を調整し、調整の結果生じる1円未満に端数はこれを切り上げる。 

  

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分および人数（名） 当会社および当会社子会社の取締役、執行役および使用人 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 250,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注) 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成25年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 

③ その他の条件は、株主総会、報酬委員会および取締役会の

決議に基づき、当社および被割当者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するも

のとするほか、当社と新株予約権者との間で締結する契約にお

いて、新株予約権を譲渡してはならないことを定める。 

（調整後行使価額） ＝ （調整前行使価額） × 
１ 

（分割・併合の比率） 

        
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数 ×１株あたり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月29日開催の定時株主総会において、定款の一部を変更し「当会社は（会社法第165条２項の規定

に基づく）取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めてお

ります。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題としています。その方策として財務体質の向上による企業価

値の増大と配当の実施の両面で株主の皆様に利益還元を図ってまいります。当面は財務基盤が必ずしも十分でないた

め自己資本の充実を優先させしかる後にできるだけ早く配当を開始し株主の皆様のご期待に応えてまいる所存であり

ます。 

 内部保留資金につきましては、コスト競争力の強化をしつつ、海外での事業展開の拡大を図るために、有効投資し

てまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第１期 第２期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 2,300 1,504 

最低(円) 510 690 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 790 895 1,504 1,390 1,198 885 

最低(円) 740 745 875 997 730 786 



５【役員の状況】 

(1）取締役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 
指名委員 

報酬委員 
北洞 幸雄 昭和21年９月20日生

昭和45年４月 日産自動車株式会社入社 

平成12年４月 同社常務 

平成16年４月 当社執行役 

平成16年５月 当社代表執行役社長兼ＣＥＯ（兼）橋

本フォーミング工業株式会社代表取締

役会長（兼）株式会社アルティア代表

取締役会長 

平成16年６月 当社取締役兼代表執行役社長兼ＣＥＯ

（兼）橋本フォーミング工業株式会社

代表取締役会長（兼）株式会社アルテ

ィア代表取締役会長 

平成17年２月 当社取締役兼代表執行役社長兼ＣＥＯ

（兼）株式会社アルティア橋本代表取

締役社長（現） 

16,100株  

取締役   髙松 克弘 昭和22年１月25日生

昭和44年４月 株式会社富士銀行入行（現みずほフィ

ナンシャルグループ） 

平成８年６月 同行取締役大阪支店長兼大阪営業第一

部長 

平成14年５月 みずほインベスターズ証券株式会社専

務取締役 

平成16年４月 当社執行役 

平成16年５月 当社代表執行役副社長兼ＣＦＯ 

平成16年６月 当社取締役兼代表執行役副社長兼ＣＦ

Ｏ（現） 

平成17年２月 株式会社アルティア橋本代表取締役副

社長（現） 

平成18年４月 ニッソーサービス株式会社代表取締役

社長（現） 

11,900株  

取締役   島田 吉隆 昭和23年２月21日生

昭和46年４月 日産自動車株式会社入社 

平成12年４月 同社追浜工場長 

平成16年４月 当社執行役 

平成16年５月 当社執行役兼ＣＯＯ（兼）橋本フォー

ミング工業株式会社代表取締役社長 

平成16年６月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）橋

本フォーミング工業株式会社代表取締

役社長 

平成17年２月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）株

式会社アルティア橋本取締役副社長

（現） 

11,900株  

取締役   佐藤 正幸 昭和29年9月24日生 

昭和52年４月 日産自動車株式会社入社 

平成15年４月 同社グローバルアフターセールス事業

本部戦略企画部長 

平成17年２月 当社執行役兼ＣＯＯ（兼）株式会社ア

ルティア橋本取締役副社長 

平成17年６月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）株

式会社アルティア橋本取締役副社長

（現） 

11,800株  

 



 （注）１ 当社は委員会等設置会社であり「監査委員会」「指名委員会」「報酬委員会」の３つの委員会を設置してお

ります。 

 ２ 取締役 井戸坂実、下薗四郎および鈴木宏明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役の要件を満たして

おります。 

(2）執行役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 

監査委員 

指名委員 

報酬委員 

井戸坂 実 昭和24年１月26日生

昭和46年７月 株式会社富士銀行入行(現みずほフィ

ナンシャルグループ) 

平成14年４月 同行専務執行役員 

平成14年12月 みずほキャピタルパートナーズ株式会

社代表取締役社長（現） 

平成15年11月 橋本フォーミング工業株式会社取締役 

平成16年４月 当社取締役（現） 

0株  

取締役 

監査委員 

指名委員 

報酬委員 

下薗 四郎 昭和14年４月12日生

昭和38年４月 安田生命保険相互会社入社（現明治安

田生命） 

平成３年４月 同社特別勘定運用部長 

平成５年３月 理研コランダム株式会社常務取締役管

理部長 

平成10年３月 同社代表取締役副社長 

平成16年４月 当社取締役（現） 

0株  

取締役 

監査委員 

指名委員 

報酬委員 

鈴木 宏明 昭和17年５月１日生

昭和40年４月 株式会社富士銀行入行(現みずほフィ

ナンシャルグループ) 

平成５年６月 同行取締役検査部長 

平成12年４月 日本精工株式会社執行役員常務業務本

部長 

平成16年６月 当社取締役（現） 

平成17年２月 株式会社アルティア橋本監査役（現） 

0株  

                                計 51,700株  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表執行役 

社長 
CEO 北洞 幸雄 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

代表執行役副

社長 

CFO兼管理グ

ループ担当 
髙松 克弘 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役 COO 島田 吉隆 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

執行役 COO 佐藤 正幸 (1)取締役の状況参照 同左 同左 

                                 計 51,700株  



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループでは、委員会等設置会社の枠組みの下、効率的かつ健全な経営を図って参ります。内部統制については

リスク管理と一体となった体制を構築し、経営の透明性を確保すると共に企業の社会的責任を果たして参ります。 

 コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

（１）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

a)会社の機関の内容 

当社では透明で健全かつスピーディーな経営体制を確立することを目的に、設立当初より「委員会等設置会社」の

制度を採用しています。各種委員会の概要と業務執行・監督および内部統制の仕組みは以下のとおりです。 

 ｜ 

※人数は平成18年３月31日現在 

 取締役会および３つの委員会は、株主の代表としてファルテックグループの経営方針の決定、経営の妥当性の確保お

よび執行役の監督を行い、取締役から業務執行権限を委譲された執行役が授権された範囲で業務を執行します。 

なお、監査委員会については当社の法務監査部内に監査委員会事務局を設置し、その職務を補佐しています。 

ｂ）内部監査および監査委員会監査の状況 

 当社の内部監査は、法務監査部が策定し監査委員会が承認した監査方針および年間監査計画に基づいて法務監

査部が実施します。監査結果は当該部署にフィードバックするともに監査委員会に報告され、監査委員会は必要

に応じて直接監査を行います。また、主要連結子会社についてはグループ統一の監査方針に基づいて子会社の監

査役会および監査担当部署が監査を行いますが、必要に応じて当社法務監査部および監査委員会が監査を行うこ

ともあります。 

ｃ）リスク・コンプライアンス管理 

 当社では、ファルテックグループ行動規範を制定すると共に、「リスク管理・コンプライアンス委員会」、内

部通報制度の設置によりリスク管理と一体になった内部統制システムの充実を図る所存です。 

ｄ）報酬委員会による取締役および執行役が受ける個人別の報酬の内容決定に関する方針 

(1)取締役および執行役の報酬に対する基本的考え方 

①他社役員報酬水準を勘案の上、当社役員に求められる能力および責任に見合った報酬の水準を設定する。 

②役員報酬は以下の３要素で構成される。 

Ａ.役位に応じた全社的な役割、貢献に対する報酬－基本年俸 

Ｂ.各年度の会社業績および個人業績に連動した報酬－加算年俸 

Ｃ.基本年俸と在任期間を基準に決定され、退職時に支給される報酬－退職金 

③取締役の報酬は上記のうち、基本年俸と退職金により構成される。 

④執行役の報酬は上記のすべての要素を含むものとするが、取締役を兼務する執行役については、取締役として

の報酬を支給しない。 

⑤執行役に対してこれらの報酬のほか、当社の企業価値向上に向けたインセンティブとしてストックオプション

を付与することも可能とする。 

取締役会 

（７名、うち社外３名） 

ファルテックグループの経営方針の決定、執行役の選任・解任および業務執行の監督 

 指名委員会 

 （４名、うち社外３名） 

 取締役の選任・解任議案の決定 

  

  

報酬委員会  

（４名、うち社外３名）  

取締役・執行役の個人別報酬の決定  

  

  

 監査委員会 

（３名、うち社外３名）  

取締役・執行役の職務執行の監査  

および会計監査人の選任・解任  

 議案の決定 

 執行役 

  （代表執行役２名＋執行役２名） 

 取締役から授権された範囲で、ファルテックグループの業務を執行  



(2)基本年俸 

①役位に対する報酬として各役員ごとに基本年俸を報酬委員会で定める。 

②各役位ごとに基準基本年俸を設定する。 

本基準基本年俸は、報酬委員会により決定され、新たに役員に就任した場合、もしくは役位が上昇した場合の

初任報酬となる。ただし、諸般の事情により、基準基本年俸を適用する場合に、この基準以外の金額を報酬委

員会で個別に設定することがありうるものとする。 

(3)加算年俸 

①業績に対する報酬として加算年俸を位置付ける。 

②各年度の会社業績および個人業績により、翌年度において加算年俸を設定する。 

（利益処分による役員賞与は支給しない。） 

③加算年俸は、報酬委員会によって決定されたガイドラインに従い、各役員ごとに報酬委員会が決定する。 

加算年俸の上限は基本年俸の30％とする。 

④退任役員に対する加算年俸は、退任時に清算する。 

ただし、年度途中で役員が、退任した場合には加算年俸の清算は行わない。 

(4)退職金 

①退職金は、基本年俸と在任期間を基準に次の算式により算出され、報酬委員会で決定される。 

支給額＝各役位別最終基本年俸×１/12×役位別支給係数×役位別在任年数 

（原則として非常勤役員の支給係数は常勤役員の1/2とする。） 

②役位別支給係数と役位別在任年数上限は報酬委員会が決定する。 

③在任期間に１年満たない端数があるときは、月割りで計算する。 

１ヶ月に満たない端数は１ヶ月に切り上げる。 

取締役および執行役に支払った報酬の総額 

    （注）１．取締役の報酬の支給人員には、執行役を兼務する取締役４名を含みません。 

       ２．期末現在の人員は、取締役７名、執行役４名です。執行役の内４名は取締役と兼任しております。 

ｅ）会計監査の状況 

  商法監査および証券取引法監査について中央青山監査法人と監査契約を締結しております。 

  業務を執行した公認会計士等の内容は以下のとおりです。 

業務を執行した公認会計士     服部 和生、 中村 寛治、 野口 和弘 

所属監査法人           中央青山監査法人 

監査業務に係る主要な補助者    公認会計士４名、会計士補５名 

  なお、当連結会計年度に、会計監査人である中央青山監査法人に支払った監査報酬等は以下のとおりです。 

区  分 

報 酬 退職金 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

取締役 

(うち社外取締役) 

3 

(3) 

15 

(15) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

執行役 4 82 － － 

合 計 7 98 － － 

 
支払額 

①当社および当社の子会社等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 25百万円 

②上記①の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価とし

て、当社および当社の子会社等が会計監査人に払うべき報酬等の合計額 
25百万円 

③上記②の合計額うち、当社が会計監査人に支払うべき会計監査人としての報酬等の額 10百万円 



（２）会社と社外取締役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の概要 

社外取締役の１名は、平成18年３月31日現在で当社の大株主となっている下記の２ファンドを運営する「みずほキャ

ピタルパートナーズ㈱」の代表取締役です。 

・筆頭株主の「エフビーエフ2000，エル．ピー」 

・全Ａ種優先株株式を保有する「エム・エイチ・キャピタルパートナーズⅡエル．ピー」 

その他の社外取締役は当社との利害関係はありません。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きに

より、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)お

よび当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)ならびに前事業年度(平成16年４月１日から平成17

年３月31日まで)および当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表および財務諸表につ

いて、中央青山監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,975 821 

２ 受取手形及び売掛金  18,089 18,209 

３ たな卸資産  4,936 4,862 

４ 繰延税金資産  620 671 

５ その他  2,400 1,907 

貸倒引当金  △7 △192 

流動資産合計  28,014 42.9 26,280 47.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 
※２ 
※４ 

  

(1) 建物及び構築物  9,242 5,232 

(2) 機械装置及び運搬具  7,331 5,922 

(3) 工具器具及び備品  4,153 3,582 

(4) 土地 ※３ 12,390 8,765 

(5) 建設仮勘定  93 765 

有形固定資産合計  33,210 50.9 24,268 44.2

２ 無形固定資産  837 1.3 759 1.4

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※１ 1,186 950 

(2) 長期貸付金  33 22 

(3) 繰延税金資産  1,550 2,232 

(4) その他  1,494 1,442 

貸倒引当金  △1,146 △1,105 

投資その他の資産合計  3,119 4.8 3,541 6.5

固定資産合計  37,167 57.0 28,569 52.1

Ⅲ 繰延資産  37 0.1 28 0.0

資産合計  65,219 100.0 54,877 100.0

     
 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  18,752 16,723 

２ 短期借入金 ※４ 12,945 9,753 

３ 未払法人税等  31 88 

４ 賞与引当金  492 567 

５ その他  3,996 3,616 

流動負債合計  36,218 55.5 30,748 56.0

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※４ 10,865 3,913 

２ 退職給付引当金  5,145 7,703 

３ 役員退職慰労引当金  44 71 

４ 債務保証損失引当金  ― 38 

５ 繰延税金負債  7 ― 

６ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※３ 1,721 1,367 

７ その他  400 267 

固定負債合計  18,185 27.9 13,360 24.4

負債合計  54,403 83.4 44,108 80.4

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※６ 4,000 6.1 4,000 7.3

Ⅱ 資本剰余金  2,378 3.6 2,402 4.3

Ⅲ 利益剰余金  2,446 3.8 2,574 4.7

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 2,518 3.9 1,643 3.0

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 166 0.3 177 0.3

Ⅵ 為替換算調整勘定  △643 △1.0 △26 △0.0

Ⅶ 自己株式 ※７ △51 △0.1 △3 △0.0

資本合計  10,815 16.6 10,768 19.6

負債及び資本合計  65,219 100.0 54,877 100.0

     



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     92,438 100.0   87,801 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 
※２ 

  80,856 87.5   75,978 86.5 

売上総利益     11,582 12.5   11,822 13.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２             

１ 荷造運搬費   1,365     1,564     

２ 給料手当   3,913     4,404     

３ 賞与引当金繰入額   18     267     

４ 退職給付費用   468     423     

５ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

  45     53     

６ その他   5,428 11,239 12.1 4,957 11,670 13.3 

営業利益     342 0.4   152 0.2 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   36     25     

２ 受取配当金   188     ―     

３ 技術供与収入   159     120     

４ 為替差益   19     386     

５ 雑収入   169 573 0.6 94 627 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   800     442     

２ 雑損失   101 902 1.0 77 520 0.6 

経常利益     14 0.0   259 0.3 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 3,420     6,187     

２ その他   200 3,621 3.9 261 6,448 7.4 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※４ 1     3     

２ 固定資産除却損 ※５ 930     434     

３ 減損損失 ※６ ―     1,515     

４ 子会社整理損  ※７ ―     3,623     

５ 退職給付制度移行損失 ※８ ―     1,147     

６ 貸倒引当金繰入額   ―     189     

７ 債務保証損失引当金繰
入額 

  ―     38     

８ 特別割増退職金   583     41     

９ その他   327 1,842 2.0 576 7,570 8.6 

税金等調整前当期純利
益 

    1,792 1.9   △861 △0.9 

法人税、住民税及び 
事業税 

  68     62     

法人税等調整額   1,352 1,421 1.5 △1,242 △1,179 △1.3 

当期純利益     371 0.4   317 0.4 

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  5,230   2,378

Ⅱ 資本剰余金増加高    

  １ 自己株式処分差益  ― ― 24 24

Ⅲ 資本剰余金減少高    

１ 欠損填補による減少高  2,852 2,852 ― ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高  2,378   2,402

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △725   2,446

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 当期純利益  371 317 

２ 新規連結による増加高  ― 86 

３ 土地再評価差額金取崩
による増加高 

 ― 730 

４ 資本剰余金取崩による
増加高 

 2,852 3,223 ― 1,134

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 新規連結による減少高  51   ― 

２  英国子会社の退職給付
債務処理額 

 ― 51 1,005 1,005

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,446   2,574

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・

フロー 
      

１ 税金等調整前当期純利益

（又は税金等調整前当期純

損失（△）） 

  1,792 △861 

２ 減価償却費   3,592 3,163 

３ 減損損失    ― 3,285 

４ 大崎新都心ビル解散損失   ― 200 

５ 賞与引当金の増加額（又は

減少額（△）） 
  △99 49 

６ 退職給付引当金の増加額   177 1,515 

７ 役員退職慰労引当金の増加

額（又は減少額（△）） 
  △90 21 

８ 債務保証損失引当金の増加

額 
  ― 38 

９ 受取利息及び受取配当金   △225 △36 

10 支払利息   800 442 

11 為替差益   △240 △343 

12 投資有価証券売却益   △175 △183 

13 有形・無形固定資産除却損   930 438 

14 有形・無形固定資産売却益   △3,420 △6,187 

15 特別割増退職金   583 41 

16 売上債権の減少額（又は増

加額（△）） 
  740 △149 

17 たな卸資産減少額（又は増

加額（△）） 
  △59 142 

18 仕入債務の減少額   △53 △2,131 

19 その他   95 447 

小計   4,350 △107 

20 利息及び配当金の受取額   214 31 

21 利息の支払額   △756 △607 

22 特別割増退職金の支払額   △583 △41 

23 法人税等の支払額   △311 △37 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  2,913 △763 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・

フロー 
      

１ 定期預金の預入による支出   △74 △37 

２ 定期預金の払戻による収入   669 35 

３ 有形・無形固定資産取得に

よる支出 
  △5,680 △5,122 

４ 有形・無形固定資産売却に

よる収入 
  4,479 14,097 

５ 投資有価証券の取得による

支出 
  △92 △0 

６ 投資有価証券の売却による

収入 
  252 239 

７ 貸付けによる支出   △5 ― 

８ 貸付金の回収による収入   1 337 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

９ 長期前払費用にかかる支出   △2 △9 

10 差入保証金にかかる支出   ― △207 

11 その他   △51 7 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △503 9,339 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・

フロー 
      

１ 短期借入金の純増加額（又

は減少額（△）） 
  2,416 △3,145 

２ 長期借入れによる収入   480 1,220 

３ 長期借入金の返済による支

出 
  △6,112 △7,344 

４ 社債の償還による支出   △3,000 ― 

５ 自己株式の売却による収入   ― 73 

６ 自己株式の取得による支出   △2 △1 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △6,218 △9,197 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換

算差額 
  244 △254 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △3,564 △875 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残

高 
  5,452 1,887 

Ⅶ 新規連結による現金及び現金

同等物増加高 
  ― 120 

Ⅷ 連結除外による現金及び現金

同等物減少高 
  ― △400 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残

高 
  1,887 733 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA 

 COMPANY[米国] 

HASHIMOTO LIMITED[英国] 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.[米国] 

①連結子会社の数 ７社 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED[英国] 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.[米国] 

  

前連結会計年度において連結子会社でありまし

たH.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANYは清

算中であり、重要性がなくなったため、連結の

範囲から除いております。ただし、損益計算書

項目については連結しております。 

また、前連結会計年度において非連結子会社で

あったニッソーサービス株式会社は、重要性が

増したことにより当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。 

①連結子会社の数 ７社 

②非連結子会社の名称 

ニッソーサービス株式会社 

FAS CEBU CORPORATION[比国] 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

 MANUFACTURING[インドネシア共和国] 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司[中国] 

②非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION[比国] 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING[インドネシア共和国] 

 佛山阿迪雅汽車用品有限公司[中国] 

  

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

ニッソーサービス株式会社 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

 MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

  

（持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため持分法の適用か

ら除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算期は、H.A.PARTS PRODUCTS OF IND

IANA COMPANY、HASHIMOTO LIMITED及びALTIA AUTOMO

TIVE PRODUCTS,INC.を除き、連結財務諸表提出会社

と同一であります。 

なお、H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY、HA

SHIMOTO LIMITED及びALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,IN

C.の決算期は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算期は、HASHIMOTO LIMITED及びALTI

A AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.を除き、連結財務諸表

提出会社と同一であります。 

なお、HASHIMOTO LIMITED及びALTIA AUTOMOTIVE PRO

DUCTS,INC.の決算期は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

(4) 株主移転に伴う資本連結手続に関する事項 

当社(株式会社ファルテック)は、平成16年４月１

日、商法に定める株式移転により、橋本フォーミン

グ工業株式会社(※)と株式会社アルティア(※)を完

全子会社とする持株会社として設立されました。こ

の企業結合に関する資本連結手続は、「株式交換及

び株式移転制度を利用して完全親子会社関係を創設

する場合の資本連結手続」(日本公認会計士協会会計

制度委員会研究報告第６号)に準拠し、持分プーリン

グ法を適用しております。持分プーリング法とは、

企業結合が生じた事業年度において、その結果が事

業会社のどの時点で生じたかにかかわらず、基本的

に結合当事会社の財務諸表を合算する方法でありま

す。 

普通株式の株式移転比率は当社：橋本フォーミング

工業株式会社：株式会社アルティア＝1.8：18：１、

Ａ種優先株式の株式移転比率は当社：橋本フォーミ

ング工業株式会社＝１：10であります。 

(※)株式会社アルティアは、平成17年２月１日に橋

本フォーミング工業株式会社を吸収合併いたしまし

た。また、株式会社アルティアは同日に社名を株式

会社アルティア橋本に変更いたしました。 

――――― 

  

  

  

(5) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定） 

(5) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

同左  

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

  

(ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

主として移動平均法による原価法 

(ハ）たな卸資産 

商品 

同左 

製品 

主として移動平均法による低価法 

製品 

同左 

仕掛品・部分品・原材料 

主として移動平均法による原価法 

仕掛品・部分品・原材料 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

主として定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

同左 

  

（ロ）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

（ロ）無形固定資産 

同左 

  

  

③ 重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

商法施行規則の規定する期間(５年間)で均等償

却しております。 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

同左 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給

見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上し

ております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(ハ）退職給付引当金 

従業員及び執行役員の退職金の支給に備えるた

め設定しております。従業員部分については、

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異（3,534百万円）について

は、主として15年による按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(13年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

また、執行役員部分については、執行役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上しております。 

(ハ）退職給付引当金 

従業員及び執行役員の退職金の支給に備えるた

め設定しております。従業員部分については、

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異（3,534百万円）について

は、主として15年による按分額を費用処理して

おります。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(13年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。なお、英国の連結子会

社については当連結会計年度における発生額を

連結剰余金計算書に利益剰余金の増減額として

計上しております。 

また、執行役員部分については、執行役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

連結子会社であるHASHIMOTO LIMITEDは当連結

会計年度より英国の退職給付債務に係る新しい

会計基準を適用しております。この結果、会計

基準変更時差異及び数理計算上の差異を利益剰

余金から直接減額したことにより、利益剰余金

は1,005百万円減少しました。なお、従来の方

法によった場合と比較して営業利益、経常利益

および税金等調整前当期純利益に与える影響は

軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所

に記載しております。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

 ――――― 

  

（ホ）債務保証損失引当金 

債務保証等に係る損失に備えるため、被保証

先の財政状態を勘案し、個別に必要と認めら

れる額を計上しております。 

⑤ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

⑤ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ及び金利キャップ 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

・ヘッジ対象 

長期借入金 

・ヘッジ対象 

借入金 

(ハ）ヘッジ方針 

将来の金利の変動によるリスクを回避するため

に行っております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、継続して金利の変動による影響を

相殺又は一定の範囲に限定する効果が明らかに

見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

⑦ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

⑦ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

(6) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

(6) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

(7) 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、発生内容の分析に基づき、20年以

内の合理的期間により償却することとしておりま

す。 

(7) 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

(8) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結会社の利益処分は、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

(8) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっております。 

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純損失は3,209百万

円増加しております。 

 しかしながら該当資産は当連結会計年度に除売却して

おり、減損処理をしなかった場合は同額の除売却損を計

上する事になることから、実質的には損益に影響を与え

ておりません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――― 

  

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取配当

金」（当連結会計年度は10百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示することにしました。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 312百万円 投資有価証券（株式） 300百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

61,767百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

56,222百万円 

※３ 国内連結子会社である株式会社アルティア橋本

は、橋本フォーミング工業株式会社を平成17年２

月１日に吸収合併しており、「土地の再評価に関

する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)に

基づいて再評価された事業用土地を引き継ぎ、土

地再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として資本の部

に計上しており、合併会社がこれを引き継いでお

ります。 

※３ 国内連結子会社である株式会社アルティア橋本

は、橋本フォーミング工業株式会社を平成17年２

月１日に吸収合併しており、「土地の再評価に関

する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)に

基づいて再評価された事業用土地を引き継ぎ、土

地再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として資本の部

に計上しており、合併会社がこれを引き継いでお

ります。 

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△1,718百万円

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△1,730百万円

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４項に定める地

価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算定する方法。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４項に定める地

価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算定する方法。 

※４ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に供しており

ます。 

※４ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に供しており

ます。 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

工場 

財団 

土地 5,218 

建物 2,892 

機械及び装置 1,821 

合計 9,931 

債務 

金額 

短期借入金 4,105 

長期借入金 300 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

工場 

財団 

土地 3,324 

建物 607 

機械及び装置 1,723 

合計 5,654 

債務 

金額 

長期借入金 2,471 

一年以内に返済予定の長期

借入金 
1,405 

なお、このほか下記資産を下記債務金額の担保に

供しております。 

なお、このほか下記資産を下記債務金額の担保に

供しております。 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

土地 2,843 

建物 1,196 

合計 4,040 

債務 

金額 

短期借入金 136 

長期借入金 3,914 

一年以内に返済予定の 

長期借入金 
1,061 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

土地 2,843 

建物 1,506 

合計 4,349 

債務 

金額 

短期借入金 934 

長期借入金 1,201 

一年以内に返済予定の 

長期借入金 
705 

上記の土地のうち1,060百万円、建物のうち794百

万円は、財団抵当の共同担保に供しております。 

上記の土地のうち1,060百万円、建物のうち741百

万円は、財団抵当の共同担保に供しております。 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

５ 偶発債務 

保証債務 

５ 偶発債務 

保証債務 

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

三井不動産㈱ 
債務保証に対す

る再保証 
1,276 

静和工業㈱ 銀行借入金 35 

従業員 

自動車ローン及

び社員貸付金規

定による銀行借

入保証 

13 

合計 1,325 

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

従業員 

自動車ローン及

び社員貸付金規

定による銀行借

入保証 

12 

合計 12 

※６ 発行済株式総数 普通株式 7,998千株

  Ａ種優先株式 3,529千株

※６ 発行済株式総数 普通株式 7,998千株

  Ａ種優先株式 3,529千株

※７ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

※７ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 94千株 普通株式 3千株



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上原価に算入した低価法による評価減の金額 

208百万円 

※１ 売上原価に算入した低価法による評価減の金額 

210百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,993百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,211百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 3,420百万円

合計 3,420百万円

土地 4,879百万円

建物及び構築物他 1,307百万円

合計 6,187百万円

※４ 固定資産売却損の内訳 ※４ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 1百万円

合計 1百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

合計 3百万円

※５ 固定資産除却損の内訳 ※５ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 35百万円

機械装置及び運搬具 516百万円

工具器具及び備品 358百万円

無形固定資産(ソフトウェア) 14百万円

その他 5百万円

合計 930百万円

建物及び構築物 37百万円

機械装置及び運搬具 216百万円

工具器具及び備品 128百万円

無形固定資産(ソフトウェア) 24百万円

その他 28百万円

合計 434百万円

――――― ※６ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。  

  
用途 種類 場所 

金額 

（百万円）

旧本社 
土地 

建物 

横浜市

戸塚区 
1,515 

H.A.PARTS PRODUCTS 

 OF INDIANA COMPANY

土地 

建物他 
米国 1,693 

  当社グループは資産を自動車部品事業について工場毎

に、自動車用品事業その他については、支店毎にグルー

ピングしております。 

  旧本社については、新本社への本社機能移転に伴い売

却が決まり遊休資産となりましたので、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、その減少額を減損損失として特別

損失に計上しました。 

  北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY

についても、生産停止を決めましたので、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、その減少額を「子会社整理損」

として特別損失に計上しております。 

  回収可能価額は、ともにその正味売却可能価額により

測定しており、売却契約価額により評価しておりす。  

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――  ※７ 子会社整理損  

  北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY

の生産停止に伴う損失を計上しております。 

  

  

減損損失 1,693百万円

撤退費用等 1,070百万円

為替換算調整勘定他 859百万円

合計 3,623百万円

―――――  ※８ 退職給付制度移行損失 

  当社の子会社である株式会社アルティア橋本が加入し

ている日産プリンス連合厚生年金基金は平成17年９月１

日に代行部分の過去分返上の認可を受け、全国日産自動

車販売企業年金基金に移行しました。 

  それに伴う退職給付引当金の増加額を特別損失に計上

しております。  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,975 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△87 

現金及び現金同等物 1,887百万円

現金及び預金勘定 821 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△88 

現金及び現金同等物 733百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 

相当額 
 
減価償却累 

計額相当額 
 
期末残高 

相当額 

  百万円  百万円  百万円 

建物及び 

構築物 
19  14  5 

機械装置 

及び運搬具 
430  379  50 

工具器具 

及び備品 
561  300  260 

無形固定資

産(ソフトウ

ェア) 

433  249  183 

合計 1,444  944  500 

  
取得価額 

相当額 
 
減価償却累 

計額相当額 
 
期末残高 

相当額 

  百万円  百万円  百万円 

建物及び 

構築物 
19  17  1 

機械装置 

及び運搬具 
164  132  32 

工具器具 

及び備品 
1,369  638  730 

無形固定資

産(ソフトウ

ェア) 

326  237  89 

合計 1,880  1,025  854 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 242百万円

１年超 290百万円

計 532百万円

１年以内 589百万円

１年超 287百万円

計 877百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 299百万円

減価償却費相当額 265百万円

支払利息相当額 28百万円

支払リース料 512百万円

減価償却費相当額 482百万円

支払利息相当額 23百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 28百万円

１年超 73百万円

計 101百万円

１年以内 58百万円

１年超 123百万円

計 182百万円

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2) その他有価証券 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券のうち今後の償還予定額 

（平成17年３月31日現在） 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの) 
      

(1) 株式 188 414 225 

(2) 債券 ― ― ― 

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 188 414 225 

(連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの) 
      

(1) 株式 80 72 △8 

(2) 債券 ― ― ― 

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 80 72 △8 

合計 269 486 217 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

254 176 0 

非上場株式 366百万円

割引金融債 19百万円

  割引金融債  一年超五年以内 19百万円  



当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2) その他有価証券 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券のうち今後の償還予定額 

（平成18年３月31日現在） 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの) 
      

(1) 株式 213 489 275 

(2) 債券 ― ― ― 

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 213 489 275 

(連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの) 
      

(1) 株式 ― ― ― 

(2) 債券 ― ― ― 

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 213 489 275 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

239 183 ― 

非上場株式 166百万円

割引金融債 19百万円

  割引金融債  一年超五年以内 19百万円  



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 取引内容 

当社グループが行っているデリバティブ取引は金利

スワップ及び金利キャップであります。 

(1) 取引内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

実質金利引下げにつながる取引に限定する方針であ

ります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

金利スワップ及び金利キャップは、長期借入金を固

定金利で調達する際に実質金利を引き下げるために

利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3) 取引の利用目的 

金利スワップ及び金利キャップは、借入金を固定金

利で調達する際に実質金利を引き下げるために利用

しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(イ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ及び金利キャップ 

ヘッジ対象 

長期借入金 

(イ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

借入金 

(ロ）ヘッジ方針 

将来の金利の変動によるリスクを回避するために

行っております。 

(ロ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、継続して金利の変動による影響を相殺

又は一定の範囲に限定する効果が明らかに見込ま

れるため、ヘッジの有効性の判定は省略しており

ます。 

(ハ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) 取引に係るリスク内容 

当社グループが利用している金利スワップ及び金利

キャップは、固定調達金利の引き下げを図ったもの

であり、リスクはありません。 

(4) 取引に係るリスク内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループはデリバティブ取引を調達金利引き下

げの目的で行っており、各取引に係る契約締結業務

は財務部が担当しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。また、株式会社アルティア橋本は連合型

の厚生年金基金(日産プリンス連合厚生年金基金)に

加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金資

産が合理的に計算できないため、「２．退職給付債

務に関する事項」の計算には含めず、当該年金基金

への要拠出額を退職給付費用として処理しておりま

す。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、一部の海外連結子会社でも確定

給付型の制度を設けております。なお、株式会社ア

ルティア橋本は連合型の厚生年金基金(日産プリンス

連合厚生年金基金)に加入しておりましたが、平成１

７年９月１日に代行部分の過去分返上の認可を受

け、全国日産自動車販売企業年金基金に移行いたし

ました。 

 なお、株式会社アルティア橋本は平成18年4月1日

より退職金に関する規程を改定し、適格年金を廃

止、全国日産自動車販売企業年金基金を脱退し、新

たに確定給付型年金制度(キャッシュバランスプラ

ン)に移行いたしました。これによる影響は重要な後

発事象に記載しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △11,571百万円

②年金資産 1,801百万円

③未積立退職給付債務 

(①＋②) 
△9,770百万円

④会計基準変更時差異の未処理

額 
2,309百万円

⑤未認識数理計算上の差異 2,316百万円

⑥退職給付引当金 △5,145百万円

①退職給付債務 △15,386百万円

②年金資産 4,395百万円

③未積立退職給付債務 

(①＋②) 
△10,991百万円

④会計基準変更時差異の未処理

額 
2,078百万円

⑤未認識数理計算上の差異 1,776百万円

⑥過去勤務債務の未処理額  △566百万円

⑦退職給付引当金 △7,703百万円

  (注)日産プリンス連合厚生年金基金においては自社

の拠出に対応する年金資産が合理的に計算できない

ため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用と

して処理しておりましたが、全国日産自動車販売企

業年金基金への移行に伴う退職給付引当金増加を特

別損失として処理しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 1,243百万円

①勤務費用 562百万円

②利息費用 272百万円

③数理計算上の差異の費用処理

額 
186百万円

④会計基準変更時差異の費用処

理額 
230百万円

⑤期待運用収益 △92百万円

⑥連合型の厚生年金基金への拠

出金 
82百万円

退職給付費用 1,328百万円

①勤務費用 696百万円

②利息費用 337百万円

③数理計算上の差異の費用処理

額 
224百万円

④会計基準変更時差異の費用処

理額 
230百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 △35百万円

⑤期待運用収益 △155百万円

⑥連合型の厚生年金基金への拠

出金 
29百万円

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方

法 
期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 4.0％

④数理計算上の差異の処理年数  

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数 
13年

⑤会計基準変更時差異の処理年

数 
15年

①退職給付見込額の期間配分方

法 
期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 3.0％

④数理計算上の差異の処理年数  

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数 

(英国の連結子会社ついては当

連結会計年度における発生額

を連結剰余金計算書に利益剰

余金の増減額として計上して

おります。) 

13年

⑤会計基準変更時差異の処理年

数 

（当連結会計年度において、

英国の連結子会社において発

生した会計基準変更時差異に

ついては全額を利益剰余金か

ら減額しております。）  

15年

    ⑥過去勤務債務の償却年数        10年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 2,924百万円

退職給付引当金損金算入限

度超過額 
2,021百万円

賞与引当金損金算入限度超

過額 
189百万円

固定資産未実現利益 109百万円

減価償却超過額 103百万円

棚卸資産評価損 119百万円

その他 614百万円

繰延税金資産小計 6,082百万円

評価性引当額 △3,188百万円

繰延税金資産合計 2,894百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 586百万円

その他有価証券評価差額金 50百万円

その他 94百万円

繰延税金負債合計 730百万円

   

繰延税金資産の純額 2,163百万円

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 332百万円

退職給付引当金損金算入限

度超過額 
2,710百万円

賞与引当金損金算入限度超

過額 
225百万円

固定資産未実現利益 109百万円

棚卸資産評価損 120百万円

その他 408百万円

繰延税金資産小計 3,905百万円

評価性引当額 △425百万円

繰延税金資産合計 3,479百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 494百万円

その他有価証券評価差額金 81百万円

繰延税金負債合計 575百万円

   

繰延税金資産の純額 2,904百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記

載しておりません。 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
3.4％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△7.2％

住民税均等割等 1.8％

評価性引当額の増減 37.5％

たな卸資産未実現利益 1.1％

固定資産未実現利益 △0.2％

その他 2.2％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
79.3％

 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,067百万円であり、その主なものは、親子会

社での余資運用資金(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

２ 事業区分の方法及び各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業等 

  
自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
45,681 25,042 21,493 221 92,438 ― 92,438 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
(2) ― ― ― (2) 2 ― 

計 45,678 25,042 21,493 221 92,436 2 92,438 

営業費用 46,814 23,322 21,761 212 92,110 (14) 92,096 

営業利益（又は営業 

損失(△)） 
△1,135 1,719 △267 8 325 17 342 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
  

  
          

資産 41,512 9,973 10,428 1,040 62,955 2,263 65,219 

減価償却費 3,192 162 199 38 3,592 ― 3,592 

資本的支出 4,395 55 83 6 4,540 ― 4,540 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,650百万円であり、その主なものは、子会社

での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門の資産等であります。 

２ 事業区分の方法及び各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

３ 会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「（5）会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、連結子会社であるHASHIMOTO LIMITED社は当連結会計年度より英国の退職給付債務に係る新しい会計基

準を適用しております。この変更による自動車部品事業の営業利益に与える影響は軽微であります。 

  
自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
45,447 20,510 21,540 302 87,801 ― 87,801 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― 13 ― 801 815 (815) ― 

計 45,447 20,524 21,540 1,104 88,617 (815) 87,801 

営業費用 46,055 19,706 21,645 1,023 88,431 (782) 87,649 

営業利益（又は営業 

損失(△)） 
△607 817 △104 80 185 (32) 152 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
              

資産 33,007 8,010 9,470 738 51,226 3,650 54,877 

減価償却費 2,813 144 182 22 3,163 ― 3,163 

減損損失  3,209 ― ― ― 3,209 ― 3,209 

資本的支出 4,982 129 162 64 5,338 ― 5,338 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

 （注) １ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,067百万円であり、その主なものは、親子会

社での余資運用資金(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
81,123 6,389 4,925 92,438 ― 92,438 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
1,450 2 ― 1,452 (1,452) ― 

計 82,573 6,392 4,925 93,891 (1,452) 92,438 

営業費用 80,753 8,006 4,975 93,734 (1,638) 92,096 

営業利益(又は営業 

損失(△)) 
1,820 △1,614 △49 156 186 342 

Ⅱ 資産 67,660 4,767 3,373 75,801 (10,581) 65,219 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 （注) １ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,650百万円であり、その主なものは、子会社

での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門の資産等であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス 

３ 会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「（5）会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、連結子会社であるHASHIMOTO LIMITED社は当連結会計年度より英国の退職給付債務に係わる新しい会計

基準を適用しております。この変更による欧州の営業利益に与える影響は軽微です。   

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
77,719 4,875 5,206 87,801 ― 87,801 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
868 51 0 919 (919) ― 

計 78,587 4,927 5,206 88,721 (919) 87,801 

営業費用 77,032 5,995 5,653 88,681 (1,031) 87,649 

営業利益(又は営業 

損失(△)) 
1,555 △1,068 △447 40 112 152 

Ⅱ 資産 52,802 268 3,707 56,778 (1,901) 54,877 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

 （注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域……台湾、メキシコ、インドネシア他 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 （注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域……台湾、メキシコ、インドネシア他 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,865 5,130 1,379 12,375 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       92,438 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
6.3 5.6 1.5 13.4 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,788 5,363 1,241 11,393 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       87,801 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
5.5 6.1 1.4 13.0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 988.83円 １株当たり純資産額 971.70円

１株当たり当期純利益 32.45円 １株当たり当期純利益 27.65円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
21.96円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載し

ておりません。 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益(百万円) 371 317 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る当期純利益(百万円) 
371 317 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

期中平均株式数の種類別の内訳(株) 
    

普通株式 7,904,533 7,960,204 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る期中平均株式数(株) 
11,433,933 11,489,604 

      

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） 

  
― ― 

 普通株式増加数(株） 

  

― 

  

  

2,978,170 

Ａ種優先株式については期首転換

価格を基に計算しております。 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

Ａ種優先株式   

潜在株式の数(千株) 3,529

新株予約権の数(個) 4,820

新株予約権の数(個)   

  4,670

   

 なお、上記のＡ種優先株式による

潜在株式の数は当初転換価額850円

をもとに、算出しております。ま

た、Ａ種優先株式の概要は第４提

出会社の状況１株式等の状況(１)

株式の総数等②発行済株式に、新

株予約権の概要は第４提出会社の

状況１株式等の状況(２)新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 

平成17年6月29日定時株主総会決議

に基づくストックオプションであ

ります。 

詳細については、第４提出会社の

状況１株式等の状況（2）新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

連結子会社の生産停止・資産譲渡について 

平成17年６月３日開催の取締役会において、平成17年８月をもって当社の連結子会社である

H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY(HAPPICO)の生産を停止し、保有資産の譲渡を行うことを決議致し

ました。 

(1)生産停止の理由 

HAPPICOは自動車部品事業の北米拠点として自動車外装部品の製造・販売を行ってきましたが、生産効率

の悪化から赤字が継続し、平成17年３月末現在4,224百万円の債務超過となっております。同社に対しては

以前より日本から技術者・監督者を派遣し再建に取り組んでまいりましたが、業績回復の見通しが立たな

いため生産を停止し、保有資産の譲渡を行うこととしました。資産譲渡の完了後は同社を清算し、別子会

社ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.(AAP)を中心に北米事業を展開することを計画しております。 

(2)資産譲渡の内容 

HAPPICOが所有する土地(96,000㎡)、建物(38,475㎡)及び樹脂成型・塗装設備については株式会社千代田

製作所(住所；群馬県太田市)に、その他のモールディング関連設備については取引先自動車メーカーの指

定する現地部品メーカーに譲渡予定であり現在折衝中です。 

(3)日程 

(4)当該資産譲渡等の連結損益に与える影響 

当該連結子会社の生産停止に伴い今後発生する損失は現在集計中です。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

連結子会社の退職金制度の改定について 

国内連結子会社である株式会社アルティア橋本は平成18年４月１日より退職金制度を改定しており、同日を

もって適格退職年金制度を廃止、全国日産自動車販売企業年金基金を脱退し、新たに確定給付企業年金法に

よる規約型確定給付企業年金制度に移行、キャッシュバランスプランを採用するとともにポイント制を導入

し給付水準の見直しを行なっております。 

 これらの改定により、退職給付会計における退職給付債務額が1,010百万円減少し、同額の過去勤務債務

が発生しております。なお、過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の10年による定額法に

より按分した額を費用減額処理することとしております。 

平成17年７月下旬 資産譲渡契約締結(予定) 

平成17年８月 資産譲渡完了・生産停止(予定) 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 10,142 7,074 0.63 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,802 2,679 2.91 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定のもの

を除く。) 
10,865 3,913 2.19 平成25年８月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 23,810 13,667 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 901 751 612 523 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  42 18 

２ 前払費用  2 2 

３ 繰延税金資産  2 0 

４ 短期貸付金 ※４ 5,194 4,834 

５ その他 ※４ 39 14 

流動資産合計  5,281 31.7 4,871 29.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 工具器具及び備品  0 0 

有形固定資産合計  0 0.0 0 0.0

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  1 1 

無形固定資産合計  1 0.0 1 0.0

３ 投資その他の資産    

(1) 関係会社株式  11,342 11,342 

(2) 繰延税金資産  10 18 

(3) 関係会社長期貸付金  ― 520 

(4) その他  0 0 

投資その他の資産合計  11,352 68.1 11,880 70.8

固定資産合計  11,354 68.1 11,882 70.8

Ⅲ 繰延資産    

１ 創立費  37 28 

繰延資産合計  37 0.2 28 0.2

資産合計  16,674 100.0 16,782 100.0

     
 



   
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 短期借入金  5,194 4,720 

２ 一年以内に返済予定の
長期借入金 

 ― 80 

３ 未払金  2 0 

４ 未払費用 ※４ 39 13 

５ 未払法人税等  28 11 

６ 未払消費税等  28 4 

７ 預り金  1 0 

８ 前受収益 ※４ 8 17 

流動負債合計  5,301 31.8 4,846 28.9

Ⅱ 固定負債    

１ 役員退職慰労引当金   25 45 

２ 長期借入金   ― 520 

固定負債合計  25 0.1 565 3.4

負債合計  5,326 31.9 5,412 32.3

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 4,000 24.0 4,000 23.8

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  7,342 7,342   

資本剰余金合計  7,342 44.0 7,342 43.7

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益  7 31   

利益剰余金合計  7 0.1 31 0.2

Ⅳ 自己株式 ※３ △2 △0.0 △3 △0.0

資本合計  11,347 68.1 11,369 67.7

負債・資本合計  16,674 100.0 16,782 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益    

経営管理料 ※１ 746     195   

金融手数料 ※１ ― 746 100.0 53 249 100.0

Ⅱ 営業費用    

一般管理費 
※１ 
※２ 

716 716 96.0 198 198 79.5

営業利益  29 4.0 51 20.5

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 26 46   

２ その他  0 26 3.5 0 46 18.8

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息  26 47   

２ 創立費償却  9 9   

３ その他  0 35 4.7 3 60 24.2

経常利益  20 2.8 37 15.1

Ⅴ 特別損失        

 １ 本社移転費用  ― ― ― 0 0 0.3

税引前当期純利益  20 2.8 37 14.8

法人税、住民税及び 
事業税 

 25 20   

法人税等調整額  △12 12 1.8 △6 13 5.4

当期純利益  7 1.0 23 9.4

前期繰越利益  ― 7 

当期未処分利益  7 31 

     



③【利益処分計算書】 

（注）（ ）内は、株主総会承認日であります。 

   
前事業年度 

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  7   31

Ⅱ 次期繰越利益  7   31

     



重要な会計方針 

会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

３ 繰延資産の処理方法 

創立費 

商法施行規則の規定する期間(５年間)で均等償

却しております。 

３ 繰延資産の処理方法 

創立費 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

※２ 発行する株式総数 普通株式 42,000千株

  Ａ種優先株式 4,000千株

発行済株式総数 普通株式 7,998千株

  Ａ種優先株式 3,529千株

※２ 発行する株式総数 普通株式 42,000千株

  Ａ種優先株式 4,000千株

発行済株式総数 普通株式 7,998千株

  Ａ種優先株式 3,529千株

※３ (自己株式の保有数)  

普通株式   2千株

※３ (自己株式の保有数)  

普通株式   3千株

※４ 関係会社に対する債権債務 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次の通りであります。 

短期貸付金 5,194百万円 

その他 39百万円 

未払費用 37百万円 

前受収益 8百万円 

――――― 

    

※４ 関係会社に対する債権債務 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次の通りであります。 

短期貸付金 4,834百万円 

その他 8百万円 

未払費用 11百万円 

前受収益 17百万円 

  ５ 偶発債務 

保証債務 

  

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

㈱テクノサッシ

ュ 
銀行借入金 43 

合計 43 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社との取引 

関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。 

※１ 関係会社との取引 

関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。 

経営管理料 746百万円

一般管理費 40百万円

受取利息 26百万円

経営管理料 195百万円

金融手数料 53百万円

一般管理費 21百万円

受取利息 46百万円

※２ 一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

※２ 一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

役員報酬 113百万円

給料手当 354百万円

役員退職慰労引当金繰入額 25百万円

退職給付費用 25百万円

福利厚生費 57百万円

賃借料 40百万円

手数料 52百万円

役員報酬 98百万円

給料手当 2百万円

役員退職慰労引当金繰入額 26百万円

福利厚生費 0百万円

賃借料 3百万円

手数料 45百万円



（リース取引関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

事業税 2百万円

役員退職慰労引当金損金

算入限度超過額 
10百万円

繰延税金資産合計 12百万円

事業税 0百万円

役員退職慰労引当金損金

算入限度超過額 
18百万円

繰延税金資産合計 19百万円

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

繰延税金負債合計 ―百万円

   

繰延税金資産の純額 12百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

   

繰延税金資産の純額 19百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
3.5％

住民税均等割等 18.5％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
62.6％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.4％

住民税均等割等 3.2％

還付 △7.6％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
36.4％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,043.88円 

１株当たり当期純利益 0.66円 

１株当たり純資産額 1,046.85円 

１株当たり当期純利益 2.04円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
1.62円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載し

ておりません。 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 7 23 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る当期純利益（百万円） 
7 23 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

期中平均株式数の種類別の内訳(株) 
    

普通株式 7,997,233 7,995,858 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る期中平均株式数(株) 
11,526,633 11,525,258 

      

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（株）  

― 

  

  

2,978,170 

Ａ種優先株式については、期首転

換価格を基に計算しております。 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

Ａ種優先株式   

潜在株式の数(千株) 3,529 

新株予約権の数(個) 4,820 

新株予約権の数(個)   

  4,670 

    

 なお、上記のＡ種優先株式による

潜在株式の数は当初転換価額850円

をもとに算出しております。ま

た、Ａ種優先株式の概要は第４提

出会社の状況１株式等の状況(１)

株式の総数等②発行済株式に、新

株予約権の概要は第４提出会社の

状況１株式等の状況(２)新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 

平成17年6月29日定時株主総会決議

に基づくストックオプションであ

ります。 

詳細については、第４提出会社の

状況１株式等の状況（2）新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません. 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注) １ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

２ 当期償却額10百万円は、一般管理費の減価償却費０百万円、営業外費用に９百万円を配賦しております。 

【資本金等明細表】 

 （注) １ 当期末における自己株式は3,576株であります。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末 
減価償却 
累計額又は 
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末残
高 

(百万円) 

有形固定資産               

工具器具及び備品 1 ― ― 1 0 0 0 

有形固定資産計 1 ― ― 1 0 0 0 

無形固定資産               

ソフトウェア ― ― ― 2 0 0 1 

無形固定資産計 ― ― ― 2 0 0 1 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

創立費 47 ― ― 47 18 9 28 

繰延資産計 47 ― ― 47 18 9 28 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 4,000 ― ― 4,000 

資本金のうち 

既発行株式 

普通株式 （注)１ (株) (7,998,643) (    ―) (    ―) (7,998,643)

Ａ種優先株式 (株) (3,529,400) (    ―) (    ―) (3,529,400)

普通株式 (百万円) 2,775 ― ― 2,775 

Ａ種優先株式 (百万円) 1,224 ― ― 1,224 

計 (株) (11,528,043) (    ―) (    ―) (11,528,043)

計 (百万円) 4,000 ― ― 4,000 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金 

株式払込剰余金 
(百万円) 7,342 ― ― 7,342 

計 (百万円) 7,342 ― ― 7,342 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

役員退職慰労引当金 25 26 5 ― 45 



(2）【主な資産および負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 短期貸付金 

ハ 関係会社株式 

ニ 関係会社長期貸付金 

区分 金額(百万円) 

現金 ― 

預金   

普通預金 18 

小計 18 

合計 18 

貸付先 金額(百万円) 

㈱アルティア橋本 3,924 

㈱テクノモール  460 

㈱テクノサッシュ 450 

合計 4,834 

銘柄 金額(百万円) 

㈱アルティア橋本 11,342 

合計 11,342 

銘柄 金額(百万円) 

㈱アルティア橋本 520 

合計 520 



(b) 負債の部 

イ 短期借入金 

ロ 長期借入金 

（注）（ ）内は、一年以内返済予定の借入金の金額であります。 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円) 

㈱みずほ銀行 1,900 

㈱横浜銀行 400 

商工組合中央金庫 700 

㈱りそな銀行 200 

㈱三井住友銀行  500 

㈱住友信託銀行 300 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 720 

合計 4,720 

相手先 金額(百万円) 

㈱横浜銀行 
225 

(30) 

商工組合中央金庫 
225 

(30) 

㈱りそな銀行 
150 

(20) 

合計 
600 

(80) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 (注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとな

りました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.faltec.co.jp/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 210円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みすぼインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買委託に係る手数料として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等

の開示に関する内閣府令第19条第２項第16条およ

び第19条の規定に基づくもの 

  平成17年６月13日 

関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書の 

訂正報告書 

(第１期中) 自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日

  平成17年６月28日 

関東財務局長に提出。 

(3) 有価証券報告書および 

その添付書類 

事業年度 

(第１期) 

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

  平成17年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の

規定（新株予約権の発行）に基づくもの 

  平成17年７月26日 

関東財務局長に提出。 

(5) 臨時報告書の 

訂正報告書 

証券取引法第24条の５第５項に基づく、平成16年

６月13日に提出した臨時報告書の訂正報告書 

  平成17年８月５日 

関東財務局長に提出。 

(6) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定

に基づくもの 

  平成17年８月５日 

関東財務局長に提出。 

(7) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定

に基づくもの 

  平成17年８月５日 

関東財務局長に提出。 

(8) 半期報告書 (第２期中) 自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

  平成17年12月27日 

関東財務局長に提出。 

(9) 半期報告書の 

訂正報告書 

(第２期中) 自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

  平成18年１月17日 

関東財務局長に提出。 

(10) 半期報告書の 

訂正報告書 

(第２期中) 自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

  平成18年５月31日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株式会社フ ァ ル テ ッ ク 

取  締  役  会   御  中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファル

テック及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年６月３日開催の取締役会において、平成１７年８月をもって連結子

会社であるH.A. PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANYの生産を停止し、保有資産の譲渡を行うことを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファル

テック及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の

減損に係る会計基準」を適用した。 

 ２.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（５） ④（ハ）」に記載されているとおり、連結子会社であるHASHIMOTO 

LIMITED社は英国の退職給付債務に係る新しい会計基準を適用した。 

 ３.重要な後発事象に記載されているとおり、国内連結子会社である株式会社アルティア橋本は、退職金制度の改定を行っている。
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘  

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取  締  役  会   御  中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファルテッ

クの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファルテッ

クの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘  
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